
平成　　年　　月　　日
企業名　　　　　　　　　　　　
所　属　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　印
　当社は、人事院規則２１－１（交流基準）第３条各号に該当しないことを申し立てます。
以　上
（次ページ以降に参照条文等を添付しております。）
（参考）
交流基準（平成十二年三月二十一日人事院規則二一―一）
第一条及び第二条　（略）
（対象とする民間企業） 

第三条 　人事交流は、その実務を経験することを通じて効率的かつ機動的な業務遂行の手法を体得することができる民間企業との間で行うものとする。ただし、民間企業が次に掲げる場合に該当するときは、当該民間企業との間の人事交流は行うことができない。 

一 　人事交流を行おうとする日前二年以内に、民間企業又はその役員若しくは役員であった者が、当該民間企業の業務に係る刑事事件に関し起訴された場合（無罪の判決又は公訴棄却の決定が確定した場合を除く。）又は不利益処分（行政手続法 （平成五年法律第八十八号）第二条第四号 に規定する不利益処分のうち許認可等の取消しその他の民間企業の業務運営に重大な影響を及ぼす不利益処分として人事院の定めるものをいう。第十二条において同じ。）を受けた場合 

二　交流派遣職員に対し、特別の取扱い（その者の能力、資格等に照らして特別であると認められるその者の民間企業における地位、賃金その他の処遇に関する取扱いをいう。第十三条において同じ。）をした場合（当該特別の取扱いをした日から五年を経過している場合を除く。）
三　第十五条第一号及び第二号に規定する事項についての合意に反した場合（当該合意に反することとなった日から五年を経過している場合を除く。）
（民間企業との合意がない場合の交流採用の制限） 

第十五条 　任命権者と民間企業との間で次に掲げる事項について合意がなされていない場合には、当該民間企業に雇用されている者の交流採用をすることができない。 

一 　当該民間企業は、当該交流採用に係る交流採用職員に対し、その任期中、金銭、物品その他の財産上の利益を贈与しないものとすること。 

二 　当該民間企業は、当該交流採用に係る交流採用職員であった者の再雇用の日から起算して二年間は、当該交流採用職員であった者を次に掲げる業務に従事させないものとすること。
イ　交流採用機関（交流採用職員であった者が在職していた国の機関等をいう。以下この号において同じ。）に対する行政手続法第二条第三号 に規定する申請に関する業務
ロ　交流採用機関との間の契約の締結又は履行に関する業務
ハ　交流採用機関の当該民間企業に対する法令の規定に基づく検査、臨検、捜索、差押えその他これらに類する行為に関する業務
ニ　交流採用機関に対する折衝又は交流採用機関からの情報の収集を主として行う業務
三 　当該民間企業は、当該交流採用に係る交流採用職員であった者を再雇用したときは、その者の当該民間企業における地位、賃金その他の処遇について、当該民間企業の他の従業員との均衡を失することのないよう適切な配慮を加えるものとすること。 

交流基準の運用について（平成十二年三月二十一日任企―八八）
第三条関係
１　（略）
２　この条の第１号の人事院の定める不利益処分は、民間企業の業務に係る次に掲げる処分（第四号に掲げる処分については、交流派遣に係る職員が当該民間企業において従事することとなる事務が経理に関するものである場合及び交流採用に係る者が交流採用をしようとする日前二年以内に当該民間企業において従事していた事務が経理に関するものである場合に限る。）その他これらに類する処分とする。
一　許認可等の取り消し
二　業務停止命令
三　役員の解任命令
四　重加算税の徴収
五　課徴金の納付命令

